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１．愛川町指定地域密着型サービス事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 

 （基準条例） 
町では、指定地域密着型サービス事業の人員及び運営に関する基準等を、国が示している基準に準じ

て条例として定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、介護保険法(平成 9 年法律第 123 号。以下「法」という。)第 78 条の 2 第 1

項及び第 4 項第 1 号、法第 78 条の 4 第 1 項及び第 2 項、第 115 条の 12 第 2 項第 1 号並びに法

第 115 条の 14 第 1 項及び第 2 項の規定に基づき、指定地域密着型サービス及び指定地域密着型

介護予防サービスの事業に関する基準等を定めるものとする。 

(指定地域密着型サービス事業者の入所定員に関する基準) 

第 2 条 法第 78 条の 2 第 1 項に規定する特別養護老人ホームの入所定員は、29 人以下とする。 

(指定地域密着型サービス事業者の指定を受けるための資格) 

第 3 条 法第 78 条の 2 第 4 項第 1 号に規定する条例で定める者は、法人とする。 

2 前項に規定する法人は、愛川町暴力団排除条例(平成 23 年条例第 16 号)第 2 条第 5 号に規定す

る暴力団経営支配法人等であってはならない。 

(指定地域密着型サービスの事業の人員等に関する基準) 

第 4 条 法第 78 条の 4 第 1 項及び第 2 項の規定による条例で定める基準は、指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 18 年厚生労働省令第 34 号。以下「地域密

着型サービス基準」という。)で定める基準をもって、その基準とする。 

2 前項の場合において、地域密着型サービス基準第 3 条第 2 項中「市町村(特別区を含む。以下同

じ。)」とあるのは、「町、地域包括支援センター」と読み替えるものとする。 

3 第 1 項の場合において、地域密着型サービス基準第 3 条の 40 第 2 項、第 17 条第 2 項、第 60

条第 2 項、第 87 条第 2 項、第 107 条第 2 項、第 128 条第 2 項、第 156 条第 2 項及び第 181 条

第 2 項中「完結の日から 2 年間保存」とあるのは、「完結の日から 5 年間保存」と読み替えるもの

とする。 

4 第 1 項の場合において、地域密着型サービス基準第 132 条第 1 項第 1 号イ中「2 人」とあるの

は、「4 人以下」と読み替えるものとする。 

(指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定を受けるための資格) 

第 5 条 法第 115 条の 12 第 2 項第 1 号に規定する条例で定める者については、法人とする。 

2 前項に規定する法人は、愛川町暴力団排除条例第 2 条第 5 号に規定する暴力団経営支配法人等で

あってはならない。 

(指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員等に関する基準) 

第 6 条 法第 115 条の 14 第 1 項及び第 2 項の規定による条例で定める基準は、指定地域密着型介 

全 文 
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護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成 18 年厚生労働省令第 36 号。以下「地域密着型

介護予防サービス基準」)で定める基準をもって、その基準とする。 

2 前項の場合において、地域密着型介護予防サービス基準第 3 条第 2 項中「市町村(特別区を含む。

以下同じ。)」とあるのは、「町、地域包括支援センター」と読み替えるものとする。 

3 第 1 項の場合において、地域密着型介護予防サービス基準第 40 条第 2 項、第 63 条第 2 項及び

第 84 条第 2 項中「完結の日から 2 年間保存」とあるのは、「完結の日から 5 年間保存」と読み替

えるものとする。 

(本町の区域外の事業所に関する基準) 

第 7 条 町長は、本町の区域外に所在する地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの事

業を行う事業所から法第 78 条の 2 第 1 項及び第 115 条の 12 第 1 項に規定する申請があった場合

に、当該事業所が、その所在する市町村(特別区含む。)が法第 78 条の 4 第 1 項及び第 2 項並びに

第 115 条の 14 第 1 項及び第 2 項の規定により条例で定めた基準を満たしているときは、この条

例の基準を満たしているものとみなすことができる。 

(委任) 

第 8 条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 

基準の性格 

◎「基準」は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基

準を定めたものであり、常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。 

 

◎指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない

場合には、指定地域密着型サービスの指定又は指定更新は受けられません。 

また、基準に違反することが明らかになった場合には、 

①相当の期間を定めて、基準に従った適正な事業の運営を行うよう勧告を行う。 

②相当の期限内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対

する対応等を公表する。 

③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期限を定めて当該

勧告に係る措置をとるよう命令。 

この場合には、事業者名、命令に至った経緯等が公表されます。 

なお、この命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相
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当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力が停止となります。 

→不適正なサービスが行われていることが判明した場合には、当該サービスに関する介護

報酬の請求を停止させることもあります。 

→次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに指

定の全部若しくは一部の停止又は直ちに取り消すこともあります。 

ア．下記に該当するときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

・指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受け

なかったとき 

・居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサ

ービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与したとき 

・居宅介護支援事業者又はその従業者から、事業所の退居者を紹介することの代償と

して、金品その他財産上の利益を収受したとき 

      イ．利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

      ウ．上記ア・イに準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

◎運営に関する基準に従って事業の運営をすることができなくなったことを理由として指定が取

り消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から指定の申請がなされた場合には、そ

の改善状況等が十分に確認されない限り指定は行いません。 

◎特に、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認めていること等にかんがみ、基準

違反に対しては、厳正に対応すべきであるとされています。 

地域密着型サービスの一般原則 

１．利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければな

りません。 

２．運営に当たっては、地域との結び付きを重視し、市町村、他の地域密着型サービス事業者又は居

宅サービス事業者その他の保険医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなけ

ればなりません。 

３．利用者の人権擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研

修を実施する等の措置を講じるように努めなければなりません。 

※令和６年４月１日より義務化されます。 

４．サービス提供に当たっては、介護保険法第118条の2第1項に規定する認定情報や行政が実施す

る事業などといった介護保険関連情報その他必要な情報を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイク

ルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に努めなければなりません。 

  P…plan（計画） Ⅾ…do（実行） C…check（評価） A…action（改善） 

 この場合においては、「科学的介護情報システム（LIFE）」に情報を提出し、当該情報及びフィ

ールドバック情報を活用することが望ましいです。 

 



 
7 

 

２．指定事業所の指定更新・変更届 

指定更新 

  

 

（指定の更新） 

第七十条の二 指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力 

を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指定の有効期 

間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定 

の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有 

効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。             

  

 

ポイント 

 

事業所の指定は市町村（保険者）ごとに行います。 

町外在住の被保険者にサービス提供をしようとするときは、その市町村長の指定を受けなければな

らないことになります。 

その際には、事前に愛川町とその市町村長との調整を要しますので、指定申請の前に、町高齢介護

課へ相談をしてください。 

 

変更の届出等 

 

（変更の届出等） 

第七十八条の五 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その 

他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域密着型サービスの 

事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を市町村長 

に届け出なければならない。  

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービスの事業を廃止し、又は休止し 

ようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の１月前までに、 

その旨を市町村長に届け出なければならない。 

 

介護保険法抜粋 

介護保険法抜粋 
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３．地域区分 

 愛川町は「５級地」です。 

介護報酬の地域区分と１単位の単価 

 

 

 

 

 

 

４．用語の定義 

常勤換算方法  事業所の従業者の勤務延時間数を、事業所において常勤の従業者が勤務すべ

き時間数（32 時間を下回る場合は、32 時間を基本とする。）で除することによ

り、事業所の従業者の員数を、常勤の従業者の員数に換算する方法です。この

場合の勤務延時間数は、サービスに従事する勤務時間の延べ数です。 

 併設されている事業所の従業者としても勤務する（兼務）場合には、事業所

ごとに切り離して、それぞれの勤務時間数だけを算入することとなります。 

 産休、育休、介護休暇等の所定労働時間の短縮等の措置が講じられている場

合には、30 時間以上の勤務で常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が

勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とします。 

勤務延時間数  勤務表上、サービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービス提供

のための準備等を行う時間（待機時間を含む。）として明確に位置付けられてい

る時間の合計数とします。 

 なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、

常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。 

常 勤  勤務時間が、事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間

数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達していることをいいま

す。 

 ただし、産休、育休、介護休業等により所定労働時間の短縮措置が講じられ

ている者については、利用者の処遇に支障がない体制が整っている場合、例外

的に、常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことが可能で

す。この場合、代替職員とする非常勤の従事者を、常勤の従業員の含め換算す

ることが可能です。 

地域区分 該当する近隣自治体 単 価 

４級地 相模原市、厚木市 10.54 円 

５級地 愛川町、海老名市、 10.45 円 

６級地 秦野市、清川村 10.27 円 



 
9 

 

専ら従事する 

専ら提供に当

たる 

 原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事し

ないことをいいます。 

 この場合のサービス提供時間帯とは、サービスの単位ごとの提供時間をいう

ものであり、従業者の常勤・非常勤の別は問いません。 

利用者の数 

又は 

利用定員 

 単位ごとの利用者の数又は利用定員をいうものであり、「利用者の数」は、実

人員、「利用定員」は、あらかじめ定めた利用者の数の上限をいいます。 

 例えば、利用定員 10 人のとき、午前に利用者 10 人、午後に利用者 10 人に

対し、サービス提供が可能である考え、人員算定上では、午前と午後の利用者

の数は合算しません。 

夜間及び 

深夜の時間帯 
利用者の生活サイクルに応じて、1 日の活動の終了時刻から開始時刻までを基

本として設定します。 

前年度の平均

値 
当該年度の前年度（4 月 1 日から翌年 3 月 31 日）の平均を用いて計算します。 

利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を、当該前年度の日数で除

した数（小数点第２位以下切り上げ）となります。 

新設又は増床分のベッドに関しては、前年度において 1 年未満の実績しかな

い場合の利用者数等は、新設又は増設の時点から 6 月未満の間は、90％を利用

者数等とし、6 月以上 1 年未満の間は、直近 6 月における全利用者等の延数を 6

月間の日数で除して得た数となります。 

減床の場合は、減床後、実績が 3 月以上あるときは、減床後の利用者数等の

延数を延日数で除して得た数となります。 

 

５．人員、設備及び運営に関する基準（基準省令） 

基本方針 

認知症対応型共同生活介護 

要介護認定の認知症高齢者が、共同生活住居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下、利用

者が有する能力に応じ自立した日常生活が営めるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他、日常生活

上の世話及び機能訓練を行うことにより、住み慣れた環境での生活を継続できるようにするものでなけ

ればなりません。 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

 要支援認定の認知症高齢者が、可能な限り共同生活住居において、要介護認定の認知症高齢者同様、

入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、心身機能の維

持回復を図りながら、利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければなりません。 
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基本取扱方針 

認知症対応型共同生活介護 

１．利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう、利用者の心

身の状況を踏まえ、妥当適切に行わなければなりません。 

２．利用者一人一人の人格を尊重し、共同生活を送る上で自らの役割を持つことにより、達成感が得

られ、自信を回復するなどの効果が期待されるとともに、共同生活住居が、自らの生活の場である

と実感できるよう必要な援助を行わなければなりません。 

３．サービス提供は、認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよ

う配慮して行わなければなりません。 

４．サービス提供に当たっては、その提供方法等について、利用者又はその家族に対し、理解しやす

いよう懇切丁寧に説明を行わなければなりません。 

５．サービス提供に当たっては、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等行ってはなりません。 

  ただし、やむを得ず身体的拘束等を行った場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。 

  また、身体的拘束等の適正化を図るため、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会

を 3 月に 1 回以上開催（オンライン開催可能）するとともに、その結果について、介護従業者その

他の従業者に周知徹底をしなければなりません。 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

１．一人ひとりが、できる限り要介護状態とならずに自立した日常生活を営めるよう、目標を設定し、

計画的に行わなければなりません。 

２．利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫や適切な働きかけ

に努め、その自ら提供するサービスの質の評価を、自ら行うとともに、第三者または運営推進会議

からの評価を受けて、それらの結果を公表し、常に改善を図らなければなりません。 

  なお、公表については、入居者又はその家族へ提供するほか、事業所内への掲示、市町村及び地

域包括支援センター窓口、インターネットを活用する方法などにより開示しなければなりません。 

3．サービスの提供に当たっては、利用者ができないことを単に補うものでは、利用者の生活機能向

上の逆効果となり、サービスへの依存を生み出すことになりかねないため、「利用者の自立の可能

性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本とし、できる能力を阻害するようなサービス提供とな

らないように配慮しなければなりません。 

４．介護予防認知症対応型共同生活介護計画に定める目標の度合いや、利用者及びその家族の満足度

等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければなりません。 



 
11 

 

同じ事業所
で一体的に

運営される

場合 

地域密着型サービスと地域密着型介護予防サービスの一体的運営等について 

 

地域密着型サービス（利用者が要介護認定者）

の指定事業者が、 

地域密着型介護予防サービス 

（利用者が要支援認定者）の指定を併せて受け

るとき 

  

地域密着型介護予防サービスの基準を 

満たしていれば、地域密着型サービスの

基準を満たしているものとみなします。 

  

地域密着型介護予防サービスの指定事業者

が、地域密着型サービスの指定を併せて受け

るとき 

地域密着型サービスの基準を 

満たしていれば、地域密着型介護予防サ

ービスの基準を満たしているものとみな

します。 

 

人員基準 

（１）管理者 

  ◎共同生活住居（ユニット）ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなりませ

ん。 

  ◎管理者の資格要件は、下記のすべてに該当する者です。 

ア．（介護予防）認知症対応型共同生活介護の必要な知識及び経験がある者 

イ．次のいずれかの事業所等において従業者又は訪問介護員等として 3 年以上認知症である者

の介護に従事した経験がある者 

  ・特別養護老人ホーム 

   ・老人デイサービスセンター 

   ・介護老人保健施設 

   ・介護医療院 

   ・認知症対応型共同生活介護事業所 等 

ウ．「認知症対応型サービス事業管理者研修」を修了している者、または修了見込みである者 

エ．（介護予防認知症対応型共同生活介護に限る） 

  同一敷地内であることを除き、下記の施設等の管理者ではない者 

   ・介護保険施設 

   ・居宅サービス事業所 

   ・地域密着型サービス 

   ・介護予防サービスもしくは、地域密着型介護予防サービス 

    （サテライト型の場合、本体事業所が行う介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。） 

   ・病院、診療所 

   ・社会福祉施設 

  ◎サテライト型の事業所における管理者は、管理上支障がない場合には本体事業所の管理者を充て

ることができます。 

ポイント   
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 【本体事業所とサテライト事業所の管理者が同一である場合の要件】 

  次に掲げる要件をいずれも満たす必要があります。 

    ア．利用申込みに係る調整、サービス提供の状況把握、職員に対する技術指導等が一体的に行

われること 

    イ．職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること 

    ウ．従業者の急病等でサービス提供ができなくなる場合など必要な場合に随時、本体事業所と 

サテライト事業所との相互支援が行える体制であること 

    エ．苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制であること 

    オ．事業の目的や運営方針等について同一の運営規程が定められていること 

    カ．人事、給与、福利厚生等の勤務条件等、職員管理が一元的に行われていること 

 

  ◎以下の場合であって、管理業務に支障がない場合には、他の職務を兼ねることが出来ます。 

    ア．併設する小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する場合 

イ．同事業所の介護従事者としての職務に従事する場合 

    ウ．事業の内容を問わず、同一敷地内あるいは道路を隔てて隣接する事業所（施設）の管理者 

または従事者としての職務に従事する場合 

【支障がある場合の例】 

・訪問系サービス事業所の従業者との兼務 

・介護保険施設や居宅サービス及び介護予防サービス、他の地域密着型（介護予防）サー

ビスの事業所、病院、診療所又は社会福祉施設の管理をする者 

  

    ※同事業所内に複数ユニットがある場合、管理上支障がない場合には、他のユニットの管理者

との兼務も可能です。 

 

（２）代表者 

  基本的には、運営している法人の代表者を指し、理事長や代表取締役が該当します。 

  ただし、法人の規模によって、理事長や代表取締役を代表として扱うことが合理的ではないと判断

される場合には、地域密着型サービスの事業部門の責任者などを代表として差し支えありません。 

  ◎代表者の資格要件は、「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了または修了見込みであり、

次のいずれかの経験を有する者です。 

    ア．特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同

生活介護事業等の職員又は訪問介護員等として認知症高齢者の介護に従事したことがある。 

    イ．保健医療サービス（医療機関や訪問看護ステーション等）もしくは福祉サービス（特別養

護老人ホーム等）の経営に直接携わったことがある。 

ポイント   

 「従事した経験」や「経営に直接携わった経験」については、いずれも経験年数の制約はないが、高

齢者に対して直接ケアを行っているサービスの経験者であることが重要です。 
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（３）計画作成担当者 

  ◎事業所ごとに、専らその職務に従事する計画作成担当者を 1 人以上置かなければなりません。 

  ◎計画作成担当者は介護支援専門員をもって充てなければなりません。 

    →1 人以上配置する場合には、少なくとも 1 人は介護支援専門員でなければなりません。 

     このとき、この介護支援専門員は、介護支援専門員ではない者の業務を監督しなければなり

ません。 

    →介護支援専門員ではない者については、特別養護老人ホームの生活相談員や、介護老人保健

施設の支援相談員、その他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関し、実務

経験を有すると認められる者でなければなりません。 

  ◎介護支援専門員の資格の有無を問わず、「実務者研修」又は「基礎課程」の研修を修了していなけ

ればなりません。 

※更に専門性を高めるための研修を受講するよう努めてください。 

  ◎利用者の処遇に支障がない場合には、管理者との兼務も可能です。 

  ◎併設する小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員との連携を図ることにより、利用者の

処遇に支障がないときは、配置をしないことも可能です。 

 

（４）介護従業者 

  利用者が認知症を有する者であることから、原則、認知症の介護等に対する知識及び経験がある者

を従事者とします。 

  未経験者の場合には、研修の機会を確保するなどにより、質の向上を図りましょう。 

  ◎介護従事者のうち、1 以上の者は、常勤でなければなりません。 

  ◎「利用者の数」は、前年度の平均値とします。（新設の場合には、推定数にて算出します。） 

  ①夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯（日勤） 

   ユニットごとに、常勤換算方法で、そのユニットの利用者の数が３又はその端数を増すごとに 1

以上の配置が必要です。 

  ②夜間及び深夜の時間帯（夜勤） 

   時間帯を通じて 1 以上の配置が必要です。 

    →共同生活住居の数が 3 である場合 

      すべて同一の階において隣接し、円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが

可能であり、夜勤の対応マニュアルの策定や避難訓練等実施といった安全対策が講じられ、

利用者の安全性が確保されている場合には、2 以上の配置とすることが出来ます。 

    →事業所の判断により、人員配置基準を満たす 2 名以上の夜勤職員を配置した上で、さらに、

他の職員を配置する場合については、宿直体制での配置が可能です。 

    →小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合 

      次の要件を満たし、入居者の処遇に支障がない場合には、小規模多機能型居宅介護事業所

の職務を兼ねることが出来ます。 
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      ア．認知症対応型共同生活介護事業所の定員と、小規模多機能型居宅介護事業所の泊りの

定員が 9 名以内であること 

      イ．両事業所が同一階に隣接しており一体的な運用が可能となっていること 

 

（５）サテライト型認知症対応型共同生活介護事業所の実施要件 

  下記のすべてに該当している必要があります。 

   ア．居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について 3 年以上の経験を有す

る 

                 当該サービスの指定日において満たしている必要があり、 

                 休止等、事業を運営していない期間は除き 3 年以上の経験が必要です。 

   イ．本体事業所の実績が、事業開始 1 年以上あること、あるいは、 

本体事業所のユニットの利用者合計数が、入居定員の合計数の 100 分の 70 を超えたことが

あること 

   ウ．本体事業所とユニット事業所の距離は、自動車等による移動で概ね 20 分以内の近距離であ

ること 

      →近距離であれば、隣接する市町村に所在することも差し支えない。 

   エ．サテライト事業所のユニット合計数が、本体事業所のユニット合計数を上回らないこと 

   オ．本体事業所とサテライト事業所のユニットの合計数は、最大 4 までとすること 

設備基準 

（１）事業所 

  ◎1 事業所に、複数のユニットを設ける場合には、3 ユニットまでに限られます。 

   （サテライト事業所にあっては、2 ユニットまで） 

本体事業所 サテライト事業所 

ユニット数 ユニット数 
本体事業所に対して設置可

能なサテライト事業所数 

１ １ １ 

２ 
１ ２ 

２ １ 

３ １ １ 

  ◎事務室は、緊急時に速やかに対処できる距離や位置関係にあるなど、管理上特に支障がないと認

められる場合には、各ユニット兼用でも差し支えありません。 

  ◎事業所は、利用者家族との交流の機会や、地域住民との交流の機会がある家庭的な雰囲気のサー

ビス提供に努めなければなりません。 

（２）居室 

  廊下、居間等につながる出入口があり、他の居室と明確に区分されているもので、単に、カーテン

や簡易的なパネル等で室内を区分しただけでは認められません。 

◎1 ユニットの入居定員は、5 人以上 9 人以下で、1 人 1 居室を原則とします。 
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    ただし、夫婦である場合など、利用者の処遇上必要と認められる場合は、2 人 1 居室とするこ

とができます。 

  ◎1 居室の面積は、7.43 ㎡以上としなければなりません。 

    2 人部屋については、特に居室面積の最低基準の定めはありませんが、充分な広さを確保しな

ければなりません。 

    収納設備は、別途確保するなど利用者の私物等も置くことができる充分な広さで設置してくだ

さい。 

 

（３）居間及び食堂などの設備 

◎居間、食堂及び台所については、ユニットごとの専用設備でなければなりません。 

   （併設事業所の利用者との共用をすることはできません。） 

  ◎居間及び食堂については、同一の場所とすることが出来ますが、それぞれの機能が独立していて、 

   利用者と介護従事者が一堂に会するのに充分な広さが確保できるものでなければなりません。 

  ◎その他、浴室などの利用者が日常生活を営む上で必要な設備を設けなければなりません。 

 

（４）消火設備その他の非常設備 

原則、全ての事業所で、スプリンクラー設備の設置が義務付けられています。 

その他、消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置してください。 

運営基準 

（１）内容及び手続きの説明及び同意 

  （介護予防）認知症対応型共同生活介護のサービス提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又は

その家族に対し、重要事項を記した文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、利用者の同意を得なけれ

ばなりません。 

サービス提供開始についての同意は、利用申込者及びサービス事業者双方を保護する観点から、書

面によって契約内容を確認することが望ましいです。 

また、交付日は印字をしたりせず、記載してもらうようにしましょう。 

 

〔重要事項説明書に必要な記載〕 

ア 法人、事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 介護従業者の勤務体制 

ウ 事故発生時の対応 

エ 苦情処理の体制 

 （事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口も記載） 

オ 提供するサービスの第三者評価の実施状況（評価内容の開示） 

カ その他、利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項 
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交付する文書については、利用申込者またはその家族からの申し出があった場合のみ、メールや USB メ

モリ、CD-ROM などといった電子データによる提供が可能です。 

この電子データの受け取りによって、文書の交付を受けたものとみなすことが出来ます。 

ちなみに、USB メモリや CD-ROM などによる電子データの提供とは、記録媒体そのものを渡すという

ことです。 

メールの場合は、編集不可とする PDF ファイルにするなど工夫をするようにしましょう。 

※記載内容に変更があるときは、ただちに改訂し、常に最新情報となっているようにしましょう。 

 

ポイント   

利用者等の押印について 

・契約時（重要事項説明書の交付等）に押印は求めないことが可能です。 

その場合には、様式から押印欄を削除しましょう。 

・私法上、契約は、当事者の意思の合致により成立するものと解釈されているため、押印をしなく

ても契約は有効となることから省略できるものと解されますが、署名は必ず求めましょう。 

※令和３年度介護報酬改定により、事務処理の負担軽減として押印について見直しが行われたもの 

ですが、必ず押印廃止をしなければならないというものではありませんのでご注意ください。 

 

（２）提供拒否の禁止 

  原則、正当な理由なくサービスの提供を拒んではなりません。 

特に、要介護度や所得の多寡などを理由に拒むことは禁止です。  

〔正当な理由〕 

    ア 事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

    イ 利用申込者の居住地が、事業所の実施地域外である場合 

    ウ 利用申込者についての健康状態を把握するために、健康診断書の提出を求めたところ、こ

れに応じない場合 

    

（３）受給資格等の確認 

利用の申込みがあった場合は、その者の被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及

び要介護認定の有効期間を確認してください。 

給付額減額（給付制限）を受けている被保険者は、被保険者証に記載があります。 

併せて、負担割合証の確認も行ってください。 

 

（４）要介護認定の申請に係る援助 

要介護認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護認定の申請が、既に行われて

いるかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏まえて、速やかに当該
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申請が行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

また、継続して保険給付を受けるためには、要介護認定の更新が必要となりますので、その申請に

ついて当該者を担当する介護支援専門員によって行われていない場合は、遅くとも要介護認定の有効

期間満了日の３０日前には更新申請が行われるよう、必要な援助を行わなければなりません。 

ポイント 

  認定申請日の「１日」の取り扱いについて 

  介護認定の区分変更申請をする際の「１日」付けの取り扱いは次のとおりとします。 

 ・「１日」が、土・日・祝日に当たっている場合には、翌開庁日当日に限り、１日付けの受付対応をし

ます。事前の申し出は必要ありません。 

 ・申請書類を提出する際に、必ず１日付けでの受付を希望する旨、申し出てください。申請書類に１

日付けの日にちが記入されていても、お申し出が無い場合には、実際の日にちでの受付となります。 

 ・郵送による提出の場合には、高齢介護課に書類が到着した時点での受付となりますのでご承知おき

ください。 

 

（５）入退居 

  ◎サービス提供は、要介護認定者または要支援認定者であって、認知症であるもののうち、少人数

による共同生活を営むことに支障がない者に対し提供するものでなければなりません。 

  ◎入居に際しては、主治の医師の診断書等により、認知症である者であることを確認してください。 

  ◎入居申込者に対し、事業所自らが必要なサービスを提供することが困難である※と認めた場合は、

適切な他の（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所や介護保険施設、病院又は診療所を紹

介する等の措置を速やかに講じなければなりません。 

    ※「事業所自らが必要なサービスを提供することが困難である」とは、 

      ・入院治療を要する者である場合 

      ・既に入居者が定員に達している 

  ◎入居に際しては、心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければなりません。 

    →入居者の状態から、家族による契約締結等の援助が必要であるにも関わらず、期待できない

場合については、成年後見制度や権利擁護に関する事業等の活用も検討してください。 

  ◎退居の際は、利用者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や介護の継続性に配

慮し、退居に必要な援助及び指導を行わなければなりません。また、居宅介護支援事業者等への

情報提供や保健医療サービス、福祉サービスの提供事業者との密接な連携に努めてください。 

 

（６）サービス提供の記録   

  ◎入居者は、居宅療養管理指導以外の居宅サービス及び他の施設サービスについて保険給付を受け



 
18 

 

ることができないことから、他のサービス事業者がその旨確認できるよう入居者の被保険者証に、

入居年月日及び事業所名を、退居の際には、退居年月日を記載するにしてください。 

◎サービスを提供した際には、サービス提供日、サービスの内容、利用者の状況その他必要な事項

を記録し、５年間保管しなければなりません。 

 

（７）利用料等の受領 

  介護報酬のほか、次の費用についてもその利用者に負担させることが適当と認められるものの費用

等の支払を利用者から受けることができます。その場合には、利用者又はその家族に介護保険給付の

対象とならないサービスであることを説明し、利用者の同意を得ることが必要です。 

   ア 食材料費 

   イ 理美容代 

   ウ おむつ第 

   エ 身の回り品として日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者

に負担させることが適当と認められる費用 

 

ポイント   

【日常生活においても通常必要となるものに係る費用の具体的な範囲について】 

・サービス提供とは関係ない費用として徴収可能であるため、会計区分を分けてください。 

・利用者個人の希望で、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合の費用。 

    例：個人の嗜好物いわゆる贅沢品 

      新聞や雑誌 

      利用者個人専用の電化製品の電気代 など 

    シャンプー・化粧品・歯ブラシ・タオル等の日用品等でも、利用者に一律に提供されるものは 

徴収できません。 

 

（９）保険給付の請求のための証明書の交付 

償還払いを選択している利用者から費用の支払いを受けた場合は、提供したサービス利用料の額及

びサービス提供の内容、その他利用者が保険給付を請求する上で必要とされる事項等を記載したサー

ビス提供証明書を利用者に交付しなければなりません。 

 

（１０）介護等 

  ◎認知症の状態にある利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意欲的に日々の生

活を送ることが出来るようにすることを念頭に、利用者の精神的な安定、行動障害の減少及び認

知症の進行緩和が図られるように、利用者の人格に十分配慮し、サービス提供をしなければなり

ません。 

  ◎（介護予防）認知症対応型共同生活介護のサービスは、施設サービスに準じ、入居によって完結

する内容であることを踏まえ、従業者ではない者（付添者など）による介護や居宅療養管理指導
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を除く他の居宅サービスを利用させることはできません。 

  ◎食事や清掃、洗濯、園芸、レクリエーション等を利用者と従業者の共同で行うことにより、家庭

的な生活環境下で日常生活が送れるように努めなければなりません。 

 

（１１）社会生活上の便宜の提供等 

  ◎単に画一的なサービス提供をするのではなく、利用者が自らの趣味又は嗜好に応じた活動を行う

ことが出来るよう必要な支援を行うことにより、充実した日常生活を送り、精神的な安定と行動

障害の減少及び認知症の症状の進行を緩和するよう努めなければなりません。 

  ◎利用者に関する用事において必要とする手続き等について、利用者又はその家族が行うことが困

難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た上で代行するものとし、特に、金銭にか

かるものについては、書面等をもって必ず事前に同意を得て代行するものとし、対応には十分に

留意してください。代行終了後は、その都度本人に確認を得るようにしてください。 

  ◎利用者の家族に対しては、会報の送付、事業所のイベントへの招待、定期的な面会などと、利用

者とその家族が交流できる機会を確保するように努めてください。 

 

（１２）利用者に関する市町村への通知 

  利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなけれ

ばなりません。 

   ア 正当な理由なしに、（介護予防）認知症対応型共同生活介護の利用に関する指示に従わないこ

とにより、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

   イ 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（１３）緊急時の対応 

  サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治の医師

や協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければなりません。 

 

（１４）身体的拘束等の適正化 

  ①委員会の設置 

   身体的拘束等の適正化検討委員会を３月に１回以上を目安に開催し、その内容については従業者

に周知徹底をしてください。 

   ア．目的 

     事業所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげることです。 

     決して従業者の懲罰を目的とするものではありません。 

   イ．構成員 

     事業所の管理者及び従業者のほか、第三者機関や精神科専門医等の専門家も加えた構成であ

ることが望ましいです。 
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   ウ．開催方法 

     Web 会議での開催も可能です。 

     関係する職種や取り扱う事項が相互に関係が深いと認められる他の委員会がある場合には、

一体的な運営としても差し支えありません。 

   エ．内容 

    ・報告様式を整備（従業者による身体的拘束等の発生状況、その背景等についての記録） 

    ・身体的拘束の発生報告 

    ・報告事例の分析 

    ・報告事例の適正性と、適正化策の検討 

    ・従業者に対し報告事例と分析結果を周知 

    ・その後の効果についての評価 

  ②適正化のための指針整備 

   指針には、次のような項目を盛り込むようにしてください。 

   ア．事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

   イ．上記①の委員会を含める事業所内の組織に関する事項 

   ウ．職員研修に関する基本方針 

   エ．事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

   オ．身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

   カ．利用者等に対する本指針の閲覧に関する基本方針 

   キ．その他適正化の推進のために必要な基本方針 

  ③研修 

   ◎従業者全員に対し、基礎的知識を普及・啓発し、指針に基づく適正化の徹底を図ってください。 

   ◎指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な開催をすることにより、組織的に徹底でき

るよう取り組んでください。特に、新規採用時には必ず研修を実施するようにしてください。 

ポイント 

 【身体拘束廃止未実施減算について】 

  この減算については、事業所において身体拘束等が行われていた場合ではなく、身体的拘束等の適

正化の取り組みを講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算するものになります。 

  具体的には、 

   ・記録を行っていない 

   ・検討委員会を 3 月に 1 回以上開催していない 

   ・指針の整備をしていない 

   ・定期的な研修を行っていない 

  減算対象となる場合には、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について所定単

位数から減算することになります。 

  町には、事実が生じた月から 3 月後までに改善計画を報告してください。 

 

（１５）虐待の防止  ※令和６年４月１日義務化 

虐待は、介護保険法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、人格の尊重に深刻な影響を及ぼす
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可能性が極めて高く、それを防止するために必要な措置を講じなければなりません。 

①目的 

    ア．虐待の未然防止 

        →研修等を通じて、従業者が理解することが重要で、責務と適切な対応等については

正しく認識されなければ、防止に繋がりません。 

    イ．虐待等の早期発見 

        →利用者にとって身近な存在であることから、虐待又はセルフ・ネグレクト等の事案

を発見しやすい立場にあるため、事業所内で相談体制や町の通報窓口等の周知を行

い、適切な対応が行えるように整備してください。 

  ウ．虐待等への迅速かつ適切な対応 

      →町が行う調査等に協力してください。 

②検討委員会の設置 

   専任の担当者を置き、担当者は委員会の責任者となり委員会を設置してください。 

構成員としては、外部者の参画を得るなど感染症対策の知識を有する者を含む、幅広い職種によ

る構成とし、虐待防止の専門家を構成員とすることでより強化されます。 

また、Web 会議での委員会の開催も可能で、定期的に開催することが必要で、責務及び役割分担

を明確にしておく必要があります。 

検討委員会では、次の事項について検討することとし、検討結果については、従業者に周知徹底

を図ってください。 

ア．組織に関すること。 

イ．指針の整備 

ウ．職員研修の内容に関すること。 

エ．従業者が相談・報告できる体制整備に関すること。 

オ．虐待等を把握した場合に町への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること。 

カ．虐待が発生した場合、その発生原因等の分析から、得られる再発防止策に関すること。 

キ．再発防止策を講じた際の効果と評価に関すること。 

ポイント 

 
  虐待の事案については、諸事情による複雑なものであり、性質上、従業者全員に必ずしも情報共有

されるべき情報とは限らないので、慎重に対応することが重要です。 
 

※参考 
医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン                              
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf 

医療情報システムの安全管理に関するガイドライン                                 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275.html  

③指針 

整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 
   ア．事業所における基本的な考え方 

   イ．事業所内の組織に関する事項 

   ウ．職員研修に関する基本方針 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275.html
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   エ．事案発生時の対応方法に関する基本方針 

   オ．事案発生時の相談・報告体制に関すること 

   カ．成年後見制度の利用支援 

   キ．虐待等に係る苦情解決方法に関すること 

   ク．その他、指針の公開等、虐待防止の推進のために必要なこと 

  ④研修 

   職員教育を組織的に徹底させていくために、研修プログラムを作成して、年１回以上の定期的な

研修を実施するとともに、研修内容の記録をするようにしましょう。 

   また、従業員の新規採用時には必ず研修を実施し、全員で虐待防止の徹底が行えるようにしてく

ださい。 

事業所の運営等 

（１）管理者の責務 

  管理者は、従業者の管理及び利用申込みに係る調整、実施状況の把握その他の管理を一元的に行わ

なければならず、従業者に対して運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行わなけれ

ばなりません。 

 

（２）運営規程 

  事業の適正な運営及び利用者に対する適切なサービス提供を確保するために、ユニットごとに次に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めることを義務付けています。 

  次の事項のうち、ア~エ及びカに変更が生じた際には、変更の届出をしてください。 

ア．事業の目的及び運営の方針 

イ．従業者の職種、員数及び職務内容 

     →従業者の員数については、日々変わりうるものであるため、「〇人以上」と記載することも

差し支えありません。 

   ウ．利用定員 

   エ．サービスの内容及び利用料、その他の費用の額 

       →利用料については、自己負担割合１～３割（要負担割合証確認）での料金表及びその

他サービスに係る費用について明記してください。 

   オ．入居に当たっての留意事項 

   カ．非常災害対策 

   キ．虐待防止のための措置に関する事項 

       →責任者の選定、従業者の研修方法等組織内の体制や、虐待又は虐待が疑われる事案が

発生した場合の対応方法について記載をしてください。 

ク．その他運営に関する重要事項 

    →利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身

体的拘束等を行う際の手続きについて定めておくことが望ましいです。 

 

（３）勤務体制の確保 

①勤務形態の管理 
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利用者に対して、適切なサービスが提供できるよう、従業者の勤務の体制を定め、利用者が安心

して日常生活を送ることができるよう、担当の介護従業者を固定する等の継続性を重視したサービ

スの提供に配慮しなければなりません。 

ユニットごとに勤務表を作成し、下記の事項を明確にしておくようにしてください。 

ア．従業者の日々の勤務体制 

イ．常勤、非常勤の別 

ウ．管理者との兼務関係 

エ．夜間及び深夜の勤務の担当者等 

  ②研修機会の確保 

従業者の資質の向上のため、外部機関が実施する研修や事業所内で研修会を行うなど、計画的に

研修への参加の機会を確保しなければなりません。 

特に、介護従業者のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者※については、認知症介護基礎研

修を受講する必要があります。（令和６年 4 月 1 日より義務化） 

※「医療・福祉関係の資格を有さない者」とは、認知症介護に関する基礎知識及び技術を 

習得している下記の有資格者以外
．．

の者です。 

・介護福祉士 ・介護支援専門員 ・社会福祉士 ・実務者研修修了者  

・介護職員初任者研修修了者 ・生活援助従事者研修修了者 ・介護職員基礎研修修了者 

・看護師、准看護師 ・理学療法士 ・作業療法士 ・言語聴覚士 ・精神保健福祉士 

・あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師 

介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護

を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から義務化されるものです。 

  ③職場におけるハラスメントの防止について（ 義務 ） 

   職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの防止のため、雇用管理上の措置を講じ

なければなりません。 

ハラスメントに関しては、職場内のみならず、利用者やその家族等から受けること（カスタマーハラス

メント）も想定されますので従業者を守る意味では重要なことです。 

講じるべき具体的な内容は次のとおりです。 

ア．方針等の明確化、その周知・啓発 

        ハラスメントの内容及び行ってはならない旨の方針を明確化し、掲示物の作成等で周知・啓

発する。 

イ．適切に対応するための体制整備 

相談窓口として対応する担当者を決め、従業者に周知する。 

ウ．その他取り組みについて 

        被害者への配慮 

（メンタルヘルス不調の相談対応、行為者に対する対応は複数人数とする など） 

        被害防止のためのマニュアル作成、研修の実施 など 

           【参考】・厚生労働省ホームページ 

           「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」(介護最新情報 Vol.718)   
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               「（管理職・職員向け）研修のための手引き」 等       

  ・相談窓口 

                  かながわ労働センター県央支所 労働相談窓口 

 

（４）定員の遵守 

  入居定員及び居室の定員を超えて入居させてはなりません。 

  ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではありません。 

 

（５）業務継続計画（Business Continuity Plan） ※令和６年４月１日義務化 

  感染症や非常災害が発生した場合にあっても、利用者が継続してサービス提供を受けられるよう継

続的に実施するため、また非常時の体制で早期の業務再開を図るために計画を策定することが目的で

す。万が一、感染症や災害が発生した場合には、従業者の連携した取り組みが非常に重要となること

から、雇用形態に関係なく全ての従業者に対し、必要な研修及び訓練（シミュレーション）の実施を

することが必要です。 

研修及び訓練については、関係機関との連携等により実施することもよいでしょう。 

  ①計画策定の項目 

   【感染症に係る BCP】 

    ・平時からの備え（体制構築、整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

    ・初動対応 

    ・感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

   【災害に係る BCP】 

    ・平常時の対応 建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフライン停止時の対策、 

必要品の備蓄等 

    ・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

    ・他施設及び地域との連携 

 ※参考「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」 

             「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」 

  ②研修の実施 

   職員教育を組織的に浸透させていくため、年１回以上の定期的な開催で、平常時の対応の必要性

や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うようにしましょう。また、研修を実施した時には、そ

の内容を記録し、職員間で共有しましょう。 

  ③訓練の実施 

   実施手法は問いませんが、机上及び実践を組み合わせて行うことが理想です。 

   万が一の時には策定した BCP に基づき行動をするため、年１回以上は定期的な訓練を実施して、

役割分担の確認、実際にどう行動するか等を検証しながら、１人１人が迅速に行動できるように努

めてください。 

ポイント 
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利用者や職員に何らかの被害が出た場合、安全配慮義務違反に基づく損害賠償義務違反を問われる

可能性もありますので、真剣に取り組みましょう。 

 

（６）非常災害対策 

  消防法第８条により、管理者は防火管理者となり、非常災害に関する具体的計画※を立て、非常災

害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、従業者へ周知するとともに、定期的に避難、救出及

びその他必要な訓練を行わなければなりません。 

  また、訓練の実施に当たっては、運営推進会議の構成員等を活用し、消防団や地域住民の参加によ

る連携した取り組みに努めてください。 

  さらに、消防機関の参加によって具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のある訓練であることが望

ましいです。 

※「非常災害に関する具体的計画」とは、 

消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処する計画をいう。 

    具体的には、 

     ア．火災等の災害時は、消防への通報体制を従業者へ周知。 

     イ．地元消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえる

ような体制作り。 

 

（７）衛生管理等 

  施設、食器その他の設備又は飲用水については、食中毒及び感染症の発生を防止するため、衛生的

な管理に努めなければなりません。 

  ①施設・設備について 

必要に応じて保健所の助言、指導を求め、衛生上必要な措置を講じなければなりません。 

   特に、インフルエンザ対策・腸管出血性大腸菌感染症（Ｏ－１５７）・レジオネラ症の感染予防対

策は、徹底した予防対策を講じてください。 

また、空調設備等により施設内の適温の確保に努めましょう。 

  ②感染症の予防及びまん延の防止のための措置  ※令和６年４月１日義務化 

事業所において感染症の発症、及びまん延しないように措置を講じなければなりません。 

ア．委員会の設置 

      構成員としては、外部者の参画を得るなど感染症対策の知識を有する者を含む、幅広い職

種による構成とし、メンバーの責任及び役割分担にて、専任の感染対策担当者を決めておく

ことが必要です。Web 会議での開催も可能で、おおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果については周知徹底を図ってください。 

また、インフルエンザ等といった感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催

する必要があります。 
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【参考】「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」 

        「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」 等          

    イ．指針の整備 

      指針は、平常時の対策及び発生時の対応を規定するものです。 

      ・事業所内の衛生管理（環境整備） 

      ・ケアにかかる感染対策（手洗いや日常の予防策） 

      ・発生状況の把握 

      ・感染拡大の防止 

      ・医療機関や保健所、行政との連携・報告 

      ・事業所内の連絡体制 

    【参考】「介護現場における感染対策の手引き」 

ウ．研修及び訓練 

感染対策の基礎的内容等の知識を普及・啓発するとともに、指針に基づいた衛生管理の徹

底や衛生的なケアの励行を目的として行ってください。 

BCP に基づく研修・訓練と同様、組織的に浸透させていくために定期的な研修の実施、実

際に迅速な行動ができるよう訓練を行いましょう。 

BCP に基づく研修・訓練と一体的な実施でも差し支えありません。 

    【参考】「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」 

 

（８）協力医療機関等 

  ◎利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければなりませ

ん。併せて、協力歯科医療機関についても定めなければなりません。 

  ◎協力医療機関については、緊急時の対応等に備え、通常の実施地域内（町内）の医療機関である

ことが望ましいです。また、円滑な協力体制を整備するため、あらかじめ必要な事項について取

り決めをしておくことがよいです。 

  ◎サービス提供の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護医療院、病院等と連携及び支援の体制整備を講じなければなりません。 

ポイント 

 【看取り介護加算との関連について】 

  事業所において利用者の看取り介護を行う場合、利用者の状態に応じて随時の対応が必要となるこ

とから、事業所の職員のほか、密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所もしくは訪

問看護ステーションとの連携が必要となります。 

連携先としては、町内に所在している病院等が望ましいですが、町外に所在する病院等との連携を

図るときには、自動車等による移動時間が概ね 20 分以内を目安とした近距離範囲内にある病院等で

あることが望ましいです。 
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（９）掲示 

  運営規程の概要や従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を見やすい場所に掲示しなければなりません。 

ポイント 

 

  勤務体制について掲示するときは、職種、常勤・非常勤ごとの人数が分かればよく、従業者の氏名

まで掲示する必要はありません。 

 

（１０）秘密保持等 

  ◎従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはいけま

せん。 

  ◎退職等により従業者であった者にも、秘密保持は義務付けられており、正当な理由なく秘密を漏

らすことがないよう、雇用時に取り決めをして、例えば違約金についての定めを置くなどの必要

な措置を講ずるべきとされています。 

【参考】介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドライン 
      〈厚生労働省ホームページ〉 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf 
       Q&A 

   https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000166287.pdf 

  ◎サービス担当者会議等では、課題分析情報や利用者の有する問題点、解決すべき課題等の個人情

報を介護支援専門員等と共有することを利用者及びその家族に説明し、利用者の個人情報を用い

る場合には利用者の同意を、利用者家族の個人情報を用いる場合は当該利用者家族の同意を、あ

らかじめ文書により得ておかなければなりません。 

ポイント 

【同意について】 

署名欄に記載があるだけではなく、同意を得る文書の内容に、利用者及び利用者家族の個人情報を用いる

ことについて明記されていることが重要です。 

 

（１１）居宅介護支援事業者及び介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 

  事業所の紹介が公正中立に行われるよう、居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者又はその従業

者に対し、利用者に対して事業所の紹介をすることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与

してはなりません。また、退去者の紹介をすることの対償として、金品その他の財産上の利益を収受

してはなりません。 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000144825.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000166287.pdf
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（１２）苦情処理 

  提供したサービスに対する利用者及びその家族からの苦情には、サービスの質の向上を図る上での

重要な情報元であるとの認識を持ち、迅速かつ適切に対応しなければなりません。 

  なお、苦情の内容（苦情の受付日、対応処理、改善の内容等）は必ず記録をしてください。 

【利用者が苦情を申し出るための措置】 

   相談窓口、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文

書（重要事項説明書等）に記載するとともに、事業所に掲示するべきこととされています。 

 【町に苦情が寄せられた場合】 

   内容に応じるべく、町から質問や照会、文書の提出等の求めがあったときには、調査に協力をす

るとともに、指導、助言を受けたときには必要な改善を行ってください。 

   →神奈川県国民健康保険団体連合会に苦情が寄せられた場合も町と同様、調査協力等を行ってく

ださい。この場合、神奈川県国民健康保険団体連合会より改善報告の求めがあった場合には、

これに応じてください。 

※「神奈川県国民健康保険団体連合会 介護保険課 介護苦情相談係」 

       045－329－3447 受付：午前８時３/０分～午後５時１５分（土・日・祝日を除く） 

  苦情ではない場合でも、利用者の心身の状況を踏まえ、適切なサービス提供が行われているかを確認する

ために必要に応じて町が実施する調査にも協力するとともに、指導、助言を受けたときには必要な改善を行

ってください。 

 

 
 

（１３）地域との連携等 

  ①運営推進会議の設置 

   会議は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者※、町職員又は地域包括支援センターの職員、

その他認知症対応型共同生活介護について知見を有する者等により構成し、提供しているサービス

国保新聞（R4.11.1）より 
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内容等を明らかにすることで、事業所の利用者に対する「抱え込み」を防止、地域に開かれたサー

ビスとすることで質の確保を図ることを目的に、事業所自らが設置すべきものです。 

   なお、併設している他の地域密着型サービス事業所と合わせ、１つの運営推進会議の設置とする

ことが可能ですが、この場合には、両事業所についての内容を議題とします。 

   また、会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進の観点から、複数事業所による合同

開催としても差し支えありません。 

   会議の開催は、おおむね２月に１回以上とし、活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要

な要望、助言等を聞く機会です。Web 会議での開催も可能ですが、個人情報・プライバシー保護の

観点から利用者又はその家族の同意を得て開催をするようにしてください。 
※「地域住民の代表者」とは、 

町内会役員、民生委員、老人クラブの代表、近隣住民等が考えられます。 

開催した会議の内容は、記録を作成し、事業所に掲示するなど公表しなければなりません。 

   その際、個人が特定できないように十分注意してください。 

  ②介護サービス相談員派遣事業の活用 

   町では、利用者の権利擁護とサービスの質的向上を目的に、定期的な事業所への訪問をすること

で、利用者と事業所との“橋渡し役”として、第三者視点から気づいたこと、利用者が感じているこ

となどを伝達し、苦情申し立てに至るほど問題が大きくならないうちに、問題を提起、事業所自ら

が解決を図ることに支援することを目的に介護相談員の派遣事業を実施しています。 

   トラブル回避のためだけではなく、サービス提供に関する工夫の相談等、客観的視点が欲しいと

きに活用してください。 

   派遣を希望するときは、町高齢介護課へご連絡ください。 

  ③地域との交流 

地域に開かれた事業として行われるよう、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を

行う等の地域との交流に努めるようにしてください。 

   老人クラブ、婦人会、その他非営利団体や住民の協力を得て行う事業への参加もよいでしょう。 

  ④自己評価、外部評価 

   １年に１回以上、サービスの改善及び質の向上を目的に実施してください。自ら提供するサービ

スについて評価・点検（自己評価）を行い、評価機関または運営推進会議において第三者の観点か

らの評価（外部評価）を行うことで、新たな課題の発掘、要する改善点の発見等、従業者の問題意

識の向上と、事業所全体の質の向上につながります。 

   また、評価の結果については、利用者及その家族へ提供するとともに、ホームページや介護サー

ビス情報公開システムへの掲載、事業所内に掲示するなどにより公表するようにしてください。 

 

（１４）事故発生時の対応 

  事業者は、利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者の家族等
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に連絡を行い、必要な措置を講じなければなりません。 

  本町では、「介護保険事業者における事故発生時の報告取扱要領」を定めておりますので、指定の報告書様

式にて手順に従って報告をしてください。 

https://www.town.aikawa.kanagawa.jp/benri/guide/hukushi_kaigo/kaigo/kaigo/ 
1559116980175.html 

 

①報告書提出のながれ 

事 業 者 
 ・利用者の保険者 

・指定権者（町） 

 神奈川県 

高齢福祉課  場合によって 

②報告を要する事故の範囲 

    ア．サービスの提供による利用者の負傷又は死亡事故 

       → 「サービス提供による」とは送迎・通院等の間の車両事故も含む。 

       → 通所・入所サービス及び施設サービスにおいては、利用者が事業所内にいる間も含む。 

       → 事業者側の過失の有無を問わず報告。 

       → 利用者が病気により死亡した場合でも、死因に疑義が生じる可能性があるとき。 

       → 事故報告後、ある程度の期間を経て死亡してしまった場合には報告書を再度提出する。 

    イ．食中毒及び感染症、結核の発生 

    ウ．従業者の法令違反及び不祥事等の発生 

       例）利用者からの預かり金の横領、個人情報の紛失・流出 など 

ポイント 

 

利用者の自己過失による事故であっても、医療機関で受診したものは報告対象です。 

また、報告の要否は、事業者の責任の有無ではなく、サービス提供時の事故か、その程度はどのく

らいかで判断されます。 

  ◎事故の状況及び事故に際して採った措置については必ず記録してください。（５年間保存） 

     →事故が発生した場合の対応方法について、あらかじめ事業所内で定めておくことが望ましいです。 

  ◎賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行ってください。 

     →事業者は、損害賠償保険に加入しておくか、賠償資力を有することが望ましいです。 

  ◎事故原因を解明し、再発防止のための対策を講じるようにしてください。 

 

（１５）会計の区分 

  認知症対応型共同生活介護の事業の会計は、その他の事業と区別をしなければなりません。 

   

（１６）記録の整備 

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。 

次に掲げるアからカの利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備し、その完結の日※から 
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５年間保存となります。 

  ア．認知症対応型共同生活介護計画 

  イ．提供した具体的なサービス内容等の記録 

    （重要事項説明書、アセスメントの記録、業務日誌、個人利用記録票 など） 

  ウ．身体的拘束等の様態及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

エ．市町村への通知に係る記録 

  オ．苦情の内容等の記録 

  カ．事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

  キ．運営推進会議の会議録 

  ク．報告、評価、要望、助言等の記録 
                 

※「完結の日」とは、 

契約終了(解約、解除、他の施設への入所、死亡、自立等)により、一連のサービス提供が終了

した日を指します。 

保存期間の考え方は、利用者の死亡日や契約解消日に関係なく、下記の例のように各種書類によって異

なります。 

 例１）令和元年９月分の居宅サービス計画の場合の関連書類 

→ 令和６年９月まで保存をする。 

例２）平成３０年９月４日に苦情があり、平成３０年１０月５日に対応終了した場合の記録簿 

→ 令和５年１０月５日まで保存をする。 

 

６．具体的取扱方針 

認知症対応型共同生活介護 

（１）利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう、利用者の心

身の状況を踏まえ、妥当適切に行わなければなりません。 

（２）利用者一人ひとりの人格を尊重し、自らの役割を持つことにより達成感や満足感を感じることで、

自信の回復などの効果が期待でき、利用者にとって自らの生活の場である実感がもてるよう必要な

援助を行わなければなりません。 

（３）認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものにならないように、配慮しなけ

ればなりません。 

（４）認知症対応型共同生活介護計画の目標及び内容や、行事及び日課等のサービス提供方法について

は、利用者又はその家族に対し、理解しやすいように説明を行い、懇切丁寧にサービス提供を行わ

なければなりません。 

（５）サービス提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはなりません。しかし、やむを得ず身体的拘束等を行う場

合には、理由を含め状況の詳細について記録をしなければなりません。 
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介護予防認知症対応型共同生活介護 

（１）サービス提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師から情報伝達を通じる等の方法により、利

用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行わなけ

ればなりません。 

（２）計画作成担当者は、利用者の状況を把握・分析し、解決すべき問題状況を明らかにして（アセス

メント）、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的な内容、所要時間及び日程等

について記載した介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成しなければなりません。また、作

成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して理解しやすいように説明し、利用

者の同意を得て、交付しなければなりません。 

（３）介護予防認知症対応型共同生活介護計画には、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエ

ーション、行事、園芸、農作業など趣味や嗜好に応じた多様な活動の確保に努めなければなりませ

ん。 

（４）利用者一人ひとりの人格を尊重し、自らの役割を持つことにより達成感や満足感を感じることで、

自信の回復などの効果が期待でき、利用者にとって自らの生活の場である実感がもてるよう配慮し、

必要な援助を行わなければなりません。 

（５）計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画に定める計画期間が終了するまでに、

少なくとも１回はモニタリングを行い、目標の達成状況の把握によって、解決すべき課題の変化が

認められる場合については、必要に応じて介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更を行わな

ければなりません。 

 

７．認知症対応型共同生活介護計画の作成 

管理者は、計画作成担当者に認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を担当させてくださ 

い。 

◎作成に当たっては、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエーション、行事、園芸、農作

業など趣味や嗜好に応じた多様な活動の確保に努めなければなりません。 

◎計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境等を踏まえて作成しなけ

ればなりません。 

◎作成に当たっては、介護従業者と協議の上、援助の目標、提供するサービスの具体的な内容につい

て記載した認知症対応型共同生活介護計画を作成しなければなりません。また、作成した内容につ

いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得て、交付しなければなりません。 

◎計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成後においても、介護従業者との連絡を継

続的に行い、認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握によって、必要に応じて認知症対応

型共同生活介護計画の変更を行わなければなりません。 
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８．自己評価、外部評価 

目的 

 「自己評価」は、サービス水準の向上に向けた自発的努力と体制づくりの誘導し、 

「外部評価」は、第三者による評価結果と事業所が行った自己評価結果の対比によって、両者の異同

について考察した上で、総括的な評価を行うことで、 

サービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図ることが狙いです。 

 また、評価結果の公表を行うことで、すべての従業者に対し、十分に意識付けを図ることが重要なの

です。 

 評価項目については、「介護情報サービスかながわ」に掲載があります。 

 https://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=915&topid=29 

 書式ライブラリーより「１３外部評価 神奈川県認知症対応型共同生活介護外部評価機関選定要綱」 

自己評価の実施 

 自ら提供するサービス内容について振り返り、評価を行います。 

 評価を行うに当たっては、管理者が従業者と協議をして実施するようにしましょう。 

外部評価の実施 

 神奈川県の指定している評価機関等と評価業務の委託契約の締結によって実施します。 

 神奈川県が指定している評価機関については、「介護情報サービスかながわ」で紹介されています。 

（地域密着型サービス評価） 

https://houkatsu.rakuraku.or.jp/hyouka/chiiki/index.html 

ポイント 

 【運営推進会議を活用した外部評価】 

 「第三者による評価」という観点では評価機関と同じ要素を持つため、運営推進会議を活用し外部評

価を実施することも可能です。 

ただし、実施に当たっては、公立中正な立場にある第三者の参加が必要で、会議への出席が困難な

場合には、資料の送付等による方法でも差し支えありません。 

  実施の手順については、評価機関で実施する外部評価と同様で、自己評価で取りまとめた提供サー

ビスの内容や課題について運営推進会議で報告し、第三者の観点からの意見を得ることにより、新た

な課題や改善点を明らかにして、サービスの質の向上を図りましょう。 
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実施回数 

 原則として、少なくとも１年に１回は実施してください。 

 ただし、次の項目すべてに該当するときは、２年に１回の実施とすることが出来ます。 

  ア．過去５年間継続して外部評価を実施していること 

  イ．「自己評価結果及び外部評価結果」及び「目標達成計画」を町に提出していること 

  ウ．運営推進会議が、前年度において６回以上開催されていること 

  エ．開催した運営推進会議に町又は地域包括支援センターの職員が必ず出席していること 

  オ．「自己評価及び外部評価結果」のうち、外部評価項目の２．３．４．７の実践状況（外部評価）

が適切であること 

 ※上記ア～オに該当し、２年に 1 回の実施をしている場合のアの条件について、外部評価を行ってい

ない年は実施していることとみなします。 

結果の公表 

 外部評価の結果については、 

  ・利用申込者又はその家族に対する説明の際に交付する重要事項説明書に添付し、評価内容につい

て説明をするようにしてください。 

  ・事業所に見やすい場所への掲示、ホームページ上への掲示など、広く開示するようにしてくださ

い。 

  ・町に提出してください。他市町村の指定を受けている場合には、すべての指定権者へも提出をし

てください。 

  ・評価機関によって実施した場合には、運営推進会議において「サービス評価の実施と活用状況」

を作成し、結果について報告をしてください。 

 

９．業務継続計画（BCP） 

 計画の策定については、令和６年４月１日義務化されます。 

 計画策定の１番のメリットは、利用者や職員に安心感を与えられることです。 

 突然の事態に、判断を誤ることなく、冷静に、かつ速やかな状況判断にて次の行動へと進めるために

必要なものと考えられます。 

 そのため作成は、職員間で共通認識を持つことが重要であり、有事の際は現場判断が求められること

から、計画を浸透させるために、職員全員で意見の出し合いながら策定を進めていくことが理想です。

これにより、職員間のコミュニケーションが深まり、日常業務の効率化に繋がるとも言われています。 

また、策定とともに義務化される研修と訓練の実施については、計画に沿って行うものですが、理解

することとシミュレーションによって実効性を高めるためのものですので、職員配置や備蓄品の確認、

連絡体制等の検証によって見えた改善点を、策定した計画に反映あるいは修正することでより実効性は
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高まり、職員の危機感の格差を埋めるためにも繰り返し行うことでさらに高い対応力を身に付けること

が出来ます。この研修と訓練の取り組みは、事業所運営を見直すきっかけにもなると考えられています。 

計画の種類 

 業務継続計画は２通りの策定が必要です。 

自然災害 BCP 自然災害の発生に備え、業務継続のために必要な平時からの準備内容と災害発

生時の対応をまとめた計画書。 

災害発生時の管理体制をはじめ、早期の事業再開を促すためのもの 

感染症 BCP 感染症の流行に備え、業務継続のために平時から準備、発生時の対応をまとめ

た計画書。 

感染発生時の管理体制をはじめ、感染拡大の防止を促すためのもの 

感染症対策指針 感染の予防・再発防止対策および集団感染事例発生時の適切な対応等、施設・

事業所における感染対策の体制を確立し、適切かつ安全で、質の高いサービス

の提供を図るためのガイドブック 

（厚生労働省「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」より） 

厚生労働省の支援 

 厚生労働省のホームページに、計画書のひな形が掲載されていますので、ダウンロードして作成する

と、進めやすいです。 

 また、研修動画が配信されていますので、事業所内で活用してください。 

【介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/doug

a_00002.html 

自然災害 BCP 

 台風は、天気予報で予測できるため、事前準備が可能ですが、地震や局地的な集中豪雨などは予測困

難の事態ですので、安全確保を最優先に備えが必要となります。 

（１）ハザードマップの入手 

  町ホームページに、「洪水・土砂災害ハザードマップ」をはじめ、「洪水浸水想定区域図」や避難所

の情報などの情報発信をしておりますので、利用者宅、事業所近辺状況等の情報資料として活用して

ください。 

  【町ホームページ（災害への備え）】

https://www.town.aikawa.kanagawa.jp/bousai/bou/index.html 

 

（２）過去の被災事例 

  ・令和４年 台風 15 号による浸水被害（静岡県） 
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  ・令和２年 熊本県集中豪雨 

  ・令和元年 台風 21 号による土砂浸水被害（千葉県） 

  ・平成 23 年 東日本大震災 

               など過去の事例を分析することで、イメージできるようになります。 

  一例を紹介します。 

 

経過目安 (夜勤職員のみ) 発災後 6 時間 発災後 1 日 発災後 3 日 発災後 7 日 

出勤率 3％ 30％ 50％ 70％ 90％ 

在庫量 100％ 90％ 70％ 20％ 在庫正常 

ライフライン 停電、断水 停電、断水 停電、断水 断水 復旧 

業務基準 職員・入所者の

安全確認のみ 

安全と生命を

守るための必

要最低限 

食事、排泄中心

その他は休止

若しくは減 

一部休止、減と

するが、ほぼ通

常に近づける 

ほぼ通常どお

り 

給食 休止 必要最低限の

メニューの準

備 

飲用水、栄養補

助食品、簡易食

品、炊き出し 

炊き出し、光熱

水復旧の範囲

で調理再開 

炊き出し、光熱

水復旧の範囲

で調理再開 

食事介助 休止 応援体制が整

うまでなし 

必要な利用者

に介助 

必要な利用者

に介助 

必要な利用者

に介助 

必要な利用者

に介助 

口腔ケア 休止 応援体制が整

うまでなし 

必要な利用者

はうがい 

適宜介助 ほぼ通常どお

り 

水分補給 応援体制が整

うまでなし 

飲用水準備 

必要な利用者

に介助 

飲用水準備 

必要な利用者

に介助 

飲用水準備 

必要な利用者

に介助 

飲用水準備 

ほぼ通常通り 

入浴介助 失禁等ある利

用者は清拭 

適宜清拭 適宜清拭 適宜清拭 光熱水が復旧

次第入浴 

   厚生労働省 令和元年度生活困窮者就労準備支援事業費当補助金 社会推進事業「社会福祉施設等における  

BCP の有用性に関する調査研究事業」社会福祉法人 若竹会 非常災害等対策計画 一部抜粋             

 

（３）メンタルケア 

  従業員は、被災直後から様々な対応に追われ、利用者も不安を感じ精神的なダメージを受けるなど、

「ストレス」の蓄積が想定されます。 

強いストレスが続くと、見落としをしたり、正常な判断が出来なくなったり、心身の回復が出来な

くなったりと精神疾患になりかねない悪影響を及ぼす可能性がありますので、最善策と言われている

「安全・安心・安眠」の確保や、自分自身の治癒力（セルフケア）を高めておくことが重要と考えら

れますので、対策を検討しておくことも必要です。 
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感染症 BCP 

 感染症は、新型コロナウイルスだけではありません。その他の感染症に関する情報や、その感染予防

策の早期対応、また自然災害とは違い、収束するまで長期間の緊急体制となることが予想されるため、

被害を最小限に抑えるための計画となります。 

（１）防護具、消毒液等の備蓄の確保 

  感染経路別で対応するために必要となる用具を日頃から備えておく必要があります。 

標準予防策 

スタンダード・ 

プリコーション 

 基本的な感染予防策  

 汗を除く全ての体液、血液、分泌物、排泄物は感染の危険性があるも

のとして取り扱う 

 内 容 

手指衛生、手袋、マスク、エプロンなど個人用感染防護具（PPE）の

装着やケアに使用した器具の洗浄・消毒、環境対策など 

 

 

 
感染経路別予防策 

 標準予防策を行い、さらに以下の対応を行う 

 内 容 

空気感染予防策  〈主な病原体〉結核菌、麻しんウイルス等 

 N95 マスクなど 

飛沫感染予防策  〈主な病原体〉インフルエンザウイルス等 

 サージカルマスク、ゴーグルなど 

接触感染予防策  〈主な病原体〉腸管出血性大腸菌、ノロウイルス、疥癬等 

ガウン（またはエプロン）、手袋など 

  （厚生労働省「介護現場における感染対策の手引き第 2 版」）   

（２）ゾーニングの重要性 

  清潔な区域と、ウイルスに汚染されている区域を区分けすることを「ゾーニング」といいます。 

  清潔区域が汚染されないように入口と出口を分ける等の工夫や掲示物等で分かりやすく表示をした

り、区域の境界をカラーテープ等でマーキングするなど、防護具を着用していない職員に影響が出な

いように動線を設定します。 

  ①手順 

   汚染区域はできる限り狭い範囲で設定します。 

   職員の動線を意識して、事業所内を清潔区域と汚染区域に明確に分けましょう。 

清潔区域と汚染区域の境界にはビニールカーテンや衝立を設置し、両区域の空気が混ざらないよ

うにする必要があります。特に空調には注意が必要で、風向きやどこの空気を吸い上げて環流して

いるのかを確認しましょう。 
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②職員の対応 

   可能な限り各区域の担当者を決めて、感染が拡大しないようにします。 

   それぞれの区域の担当者が交差しないように動線を設定し、職員間の接触を避けるために更衣室

にも注意が必要です。また、感染者が使用した物品等は、汚染区域内で廃棄・消毒をするよう徹底

しましょう。 

  ③感染者への対応 

   感染者が汚染区域の外に出ないよう注意が必要です。 

トイレについては、汚染区域内にトイレの設置が無い場合、ポータブルトイレの設置や紙おむつ

の使用することとし、介助後、用具使用後は必ず消毒を徹底してください。 

 

（３）情報共有、連絡体制 

  感染者、感染疑い者が発生した場合には、事業所内・法人内での情報共有のほか、家族や利用者を

担当している介護支援専門員、保健所への連絡とともに町にも報告（様式あり）をしてください。 

 

（４）メンタルケア 
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  感染発生現場での勤務は、過度な緊張や緊迫がある状況で、現場の悲惨な状況も相まって、十分な

休息が取れないまま業務を続けなければならない状況が予想されます。 

  従業員の勤務体制をコントロールするなど、ストレス軽減のための業務管理体制を整え、ストレス

症状・セルフケア（自分自身の治癒力）の方法について、組織で対策を考えましょう。 
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１０．介護報酬 

（介護予防）指定認知症対応型共同生活介護の介護報酬の算定構造 
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